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１１１１    これまでの取組みと現状これまでの取組みと現状これまでの取組みと現状これまでの取組みと現状 
  

 本市においては、平成１７年１０月に旧１市４町、平成２２年１月には旧阿東町と

合併し、中山間地域から臨海地域まで多様な地勢と県内一の広大な市域面積を有する

１９万都市としての新たなスタートをきりました。こうした中、平成１９年１０月に

合併後最初の「山口市総合計画」を策定し、“ひと、まち、歴史と自然が輝く交流と

創造のまち 山口”の実現に向け、「協働によるまちづくり」と「広域県央中核都市

づくり」を政策の柱として、地方分権時代に対応した行財政基盤の強化をはじめとす

る新市の基盤づくりを着実に推進してきたところです。 

これまでの間、既存の財政構造を抜本的に見直し、真の財政改革に早急に取り組む

ため、平成２３年３月に「山口市財政運営健全化計画」を策定し、基金からの繰入に

頼らない、将来への持続可能な財政運営を確立することを目標として、財政運営の健

全化に努めてきました。 

 具体的には、「山口市行政改革大綱」、「山口市集中改革プラン」や「山口市定員管

理計画」とも連携し、職員数の削減や職員給与の見直しをはじめ、指定管理者制度の

活用や内部業務経費の削減、補助金・負担金の見直しなどの歳出削減策のほか、コー

ルセンターやインターネット公売、コンビニエンスストア納付等の歳入確保策に取り

組んできました。また、平成２０年度当初予算編成からは、総合計画の施策体系と予

算編成における財源配分を連動させる「施策別包括的予算制度」を導入し、行政評価

システムに基づく、施策内の優先度に応じた事業の効果的な展開を可能とする取組を

行ってきたところです。 

こうした取組の結果、平成２２年度以降の当初予算においては、財源不足を補うた

めの基金の繰入に頼らない、歳入規模を基本とした予算編成を行うことができました。 

しかしながら、将来的な財政見通しでは、普通交付税の合併支援措置が平成３２年

度をもって終了するほか、社会経済情勢の先行きが不透明な中で市税の大幅な伸びが

期待できないなど、歳入確保が一層厳しくなる一方、少子高齢化の進展による社会保

障関係費の増加や、都市基盤整備等による市債残高の増加に伴う公債費の増加も見込

まれることから、平成３１年度以降の財政収支がマイナスとなる見込みでございます。 

こうしたことから、平成２８年３月に改定しました財政運営健全化計画に基づき、

今後も引き続き、市税などの収入増に努めるとともに、内部管理事務経費等の抑制に

よる徹底した経費削減を更に進めるなど、歳入・歳出両面から財源を確保し、将来を

見据えた財政基盤の確立を図ってまいります。 

この冊子は、本市の財政状況などをわかりやすく説明したものです。市民の皆様に

は、ぜひご覧いただき、本市の財政運営にご理解とご協力をいただきますようお願い 

します。 
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２２２２    平成２平成２平成２平成２７７７７年度決算について年度決算について年度決算について年度決算について    

 

《１年間の収入と支出》《１年間の収入と支出》《１年間の収入と支出》《１年間の収入と支出》    

平成２７年度の山口市の決算額を山口家の家計に例えてみると・・・ 

 

○歳入決算額：８２５億 2,382 万円     年間収入：８２５万２千円 

 

○歳出決算額：８１２億 7,030 万円     年間支出：８１２万７千円 

となります。 

収　　入 山口市の決算 山口家の年間収入

 給料

 （市税）

 家賃収入

 （使用料・手数料等）

 パート収入

 （地方譲与税・交付金）

 親などからの協力・援助

 （地方交付税、臨時財政対策債、国・県支出金等）

 貯金の利子

 （財産収入）

 自宅増改築等のための借入

 （市債）

 貯金の取り崩し

 （基金繰入金）

 [うち収入不足を補うもの] [０万円] [０円]

２５８万５千円 

３万５千円 

８２５万２千円 

６１万円 

１３万３千円 

３６２万５千円 

８７万８千円 

３８万６千円 

合　　計

２５８億５，０７５万円 

　６１億４３６万円 

１３億２，８８２万円 

３６２億５，２１５万円 

　８７億７，７３０万円 

３億４，６８８万円 

８２５億２，３８２万円 

３８億６，３５６万円 

 

           

給料

258万5千円

31.3%

パート収入

61万円

7.4%
家賃収入

38万6千円

4.7%

親などからの

協力・援助

362万5千円

43.9%

借入

87万8千円

10.6%

貯金の利子

13万3千円

1.6%

貯金の

取り崩し

3万5千円

0.5%

 

※資料中、下線    のある用語は、最終ページに説明を記載しています。 

【山口家の家族】  
サラリーマンのお父さん  
パート勤めのお母さん  
ふたりの子ども 

山口家の 
年間収入 

825万2千円 
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山口家の支出の主な内訳を見ると、食費や医療費・養育費、光熱水費といった生活

費が３７８万２千円で約半分を占めています。また、子どもへの仕送りや町内会費な

ど１４４万３千円、ローンの返済８９万９千円、自宅の増築や改修、資産保全などで 

１５８万９千円を支出しています。 

一方、収入は、給料や家賃収入を合わせて２９７万１千円ですが、これだけでは支

出額を賄うことができないため、パート収入６１万円や親などからの協力・援助３６

２万５千円を活用してやりくりをしています。

支　　出 山口市の決算 山口家の年間支出

 食費・税金・社会保険料

 （人件費）

 医療費・養育費

 （扶助費）

 光熱水費・電話代等

 （物件費）

 子どもへの仕送り

 （繰出金）

 町内会費、サークルや会合の会費

 （補助費等）

 ローンの返済

 （公債費）

 自宅や借家の増改築、家電購入等

 （普通建設事業費、災害復旧費、維持補修費）

 貯金

 （積立金）

１３２万８千円 

１４６万７千円 

合　　計

４１万４千円 

８９万９千円 

８１２万７千円 

９８万７千円 

７０万７千円 

７３万６千円 

１５８万９千円 

１３２億８，３５１万円 

８１２億７，０３０万円 

８９億９，１３８万円 

　４１億３，４５６万円 

１５８億９，２３０万円 

　７３億６，２１０万円 

　７０億６，４４８万円 

　９８億６，９９４万円 

１４６億７，２０３万円 

 

   

食費・税金

社会保険料

132万8千円

16.3%

医療費・養育費

146万7千円

18.0%

光熱水費

電話代等

98万7千円

12.1%

子どもへ

の仕送り

70万7千円

8.7%

町内会費

ｻｰｸﾙ等会費

73万6千円

9.1%

ローンの返済

89万9千円

11.1%

自宅や借家の

増改築

家電購入等

158万9千円

19.6%

貯金

41万4千円

5.1%

 

※この資料は、普通会計で作成しています。 

山口家の 
年間支出 

812万7千円 



 

4

《《《《１ヶ月の収入と支出１ヶ月の収入と支出１ヶ月の収入と支出１ヶ月の収入と支出》》》》 

 

山口家の年間収支を１２ヶ月に分割すると・・・ 

○１ヶ月の収入：６８万７千円 

○１ヶ月の支出：６７万７千円 となります。 

 

収　　入 １ヶ月の収入 支　　出 １ヶ月の支出

 給料  食費・税金・社会保険料

 （市税）  （人件費）

 家賃収入  医療費・養育費

 （使用料・手数料等）  （扶助費）

 パート収入  光熱水費・電話代等

 （地方譲与税・交付金）  （物件費）

 親などからの協力・援助  子どもへの仕送り

 （地方交付税、臨時財政対策債、国・県支出金等）  （繰出金）

 貯金の利子  町内会費、サークルや会合の会費

 （財産収入）  （補助費等）

 自宅増改築等のための借入  ローンの返済

 （市債）  （公債費）

 貯金の取り崩し  自宅や借家の増改築、家電購入等

 （基金繰入金）  （普通建設事業費、災害復旧費、維持補修費）

 貯金

 （積立金）

２１万５千円 

５万１千円 

１１万１千円 

１２万２千円 

７万５千円 

８万２千円 

５万９千円 

６万１千円 

３０万２千円 

３万２千円 

７万３千円 

１万１千円 

合　　計 ６７万７千円 

合　　計 ６８万７千円 ３万５千円 

１３万２千円 ３千円 

 

    

    

    

《毎月のやりくり》《毎月のやりくり》《毎月のやりくり》《毎月のやりくり》    

支出を見ると、食費、医療費・養育費、光熱水費といった生活費が３１万５千円、

子どもへの仕送りが５万９千円、町内会費やサークル等の会費が６万 1 千円、ローン

の返済７万５千円を合わせると毎月必要となる支出は５１万円あります。    

収入を見ると、給料や家賃収入を合わせて２４万７千円ありますが、毎月の支出金

額を賄うことができません。このため、毎月のパート収入５万１千円や親などからの

協力・援助３０万２千円を活用し、不足金額を補てんしていることがわかります。    

なお、毎月のやりくりによる残金と借入金８７万８千円を活用し、必要に応じて自

宅や借家の増改築、家電購入等を行っています（年間１５８万９千円）。 
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《《《《山口家の資産山口家の資産山口家の資産山口家の資産と債務と債務と債務と債務》》》》    

○資産 

本市が所有している土地や建物、構築物など、長期間にわたって行政サービス

を提供するために使用される資産（有形固定資産）は、約２，７８７億円ありま

す。これを山口家に置き換えると、自宅や借家などの資産が合わせて２，７８７

万円あることになります。 

 

また、財政調整基金や減債基金などの特定の目的のために積み立てている基金

の残高は約２５３億円です。これを山口家に置き換えると、２５３万円を貯金し

ていることになります。 
 

資資資資　　　　産産産産 山口市決算 山口家

 資産

 （有形固定資産）

 貯金

 （基金残高）

２，７８７億円 ２，７８７万円 

２５３億円 ２５３万円 

 

 

○債務 

道路整備や学校施設の増改築などの際に借り入れている市債の残高は、   

約 9９９億円あります。これを山口家に置き換えると９９９万円の借入残高があ

ることになります。 

ただし、市債については、地方交付税措置（地方交付税の算定において、市債

返済金の一部の財源を国が保障する仕組み）があるものもあるため、これを除く

実質的な市債残高は約 2７３億円となります。 

これを山口家に置き換えると 2７３万円となります。 

 

このほか、将来にわたる支払義務を約束するため、あらかじめ後年度の債務を

明らかにする債務負担行為を行っており、その合計額は１１８億円あります。こ

れを山口家に置き換えると１１８万円となります。 
 

 実質的な残高 ２７３億円 ２７３万円 

１１８万円 

 （市債残高）

 将来に渡る債務

 （債務負担行為）
１１８億円 

山口家山口市決算債債債債　　　　務務務務

 借入残高
９９９億円 ９９９万円 
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平成２１年度は、豪雨災害の復旧工事のほか、経済対策や市債（借入金）の繰上償

還、職員の大量退職などに基金を取り崩して対応したため、基金残高は減少しました。 

平成２７年度は、合併特例債を活用した合併特例基金に約１０億円を積み立てたほか、

将来の財源不足に備えるため、財政調整基金、減債基金に積立を行ったため、基金残高

は増加しました。 

３３３３    基金基金基金基金（（（（貯金貯金貯金貯金））））の状況の状況の状況の状況    

 

平成１７年から平成２１年度までは、財政調整基金３４億円をはじめ、公的資金補

償金免除の繰上償還に活用した減債基金約１９億円など、約７３億円を基金から取り

崩して財政運営を行ってきました。基金残高は、減少傾向にありましたが、行財政改

革を進めた結果、平成２２年度から平成２８年度当初予算においては、財源不足を補

うための基金の取り崩しに頼らない予算編成を行うことができました。 

今後は、将来の財政運営に備えるため、予算の不用額等については、基金への積み

立てに活用することとしています。 

34
25 19 22 22 26 29 33 37 40

48

19

17
16

17 11
13 13

13
13 13

21
20

25

21
19

7

22

34
37

41

50

59

16
17

17
18

17

17

17
17

17

17

17

47
47

48
48

59

58

53

62

72

87

108

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

220

240

260

17年度末 18年度末 19年度末 20年度末 21年度末 22年度末 23年度末 24年度末 25年度末 26年度末 27年度末

億円

基金残高の推移

そ の 他

退職手当

減 債

地域振興

財政調整

 
 

 

137 
132 

121 125 
116 

136 
146 

162 

180 

207 

253 



 

7

４４４４    市債市債市債市債（（（（借入金借入金借入金借入金））））の状況の状況の状況の状況    

 

市債は学校や道路、公園などの建設工事を行うための借金であり、国の赤字国債の

ように収支不足を補うものではありません。 

これまで公的資金補償金免除の繰上償還などを実施したことにより、市債残高は順

調に減少していました。しかしながら、平成２７年度は合併特例債を活用した公共施

設の長寿命化改修や新山口駅ターミナルパーク整備事業などの大規模な建設事業の

実施に伴い、市債残高は増加しています。 

多額の借入金を抱えることは、将来の財政運営に大きな影響を及ぼしますので、こ

れまでと同様に、後年度の負担に配慮しながら、合併特例債や過疎債などの地方交付

税措置の多い有利な市債を活用することにより、実質的に本市が負担する額を抑制し

ていくとともに、市債の償還期間や元金償還開始までの据置期間を圧縮することなど

によって、利子負担額の軽減に取り組んでいます。 
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億円 市債残高の推移
臨時財政対策債

通常債

実質的な負担

市民一人市民一人市民一人市民一人あたりのあたりのあたりのあたりの状況状況状況状況（（（（合併時合併時合併時合併時とのとのとのとの比較比較比較比較））））    

【平成１７年度末】        【平成２７年度末】 

【市 債 残 高】  ５１万６千円          ５１万７千円 

【実質的な負担額】  ２３万４千円          １４万１千円 

※ 平成１９年度から、普通会計において「公的資金補償金免除の繰上償還」を約２１

億円実施し、約３億８千万円の利子負担額を軽減しています。 

1,015 
982 

949 
915 

893 877 865 
905 

927 
957 

999 
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平成２７年度の山口市の数値は８５．７％で、県内１３市（平均９１．７％）の中で

は１番目に低い数値となっています。 

 

５５５５    財政指標の状況財政指標の状況財政指標の状況財政指標の状況 

  

（１）（１）（１）（１）経経経経常収支比率常収支比率常収支比率常収支比率    

93.6%

90.6%

91.8%

88.7%

89.5%

85.5% 85.0%

86.2%

85.7%

80.0%

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

92.0%

94.0%

96.0%

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

 

 

経常収支比率とは、人件費（食費等）、扶助費（医療費等）、公債費（ローンの返済）

といった、必ず支払わなければならない経常的な経費に、市税や地方交付税などの経

常的な収入がどれだけ充当されているかを示すものです。数値が高くなるほど財政の

自由度、健全性が失われていることを示します。（一般的に、８０％を超えると財政

の弾力性が失われつつあると言われています。） 

 

 

 

 

 

 

例えば、１０万円の収入のうち、Ａさんは、生活費など必ず必要な経費が９万円あ

るとすると、経常収支比率は９万円÷１０万円＝９０％となります。Ｂさんは、生活

費など必ず必要な経費が７万円あるとすると、経常収支比率は７０％となり、Ｂさん

の方が自由に使えるお金が多いということになります。 

    

 

 

※旧阿東町を含めて算定した数値 

経常収支比率 ＝
人件費や公債費などの経常経費に充てる一般財源 

市税や地方交付税などの経常一般財源 
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公的資金補償金免除の繰上償還や借換えの実施など、公債費の縮減に取り組んできたこ

とにより、実質公債費比率は年々低下しています。 

平成２７年度は５．７％で、県内１３市（平均８．５％）の中では、３番目に低い数

値となっています。 

（２（２（２（２））））実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率（（（（３ヵ年平均３ヵ年平均３ヵ年平均３ヵ年平均））））    

13.7%

13.1%
12.7%

11.5%
11.0%

9.9%

8.9%

7.2%

5.7%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%

11.0%

12.0%

13.0%

14.0%

15.0%

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

 

 

 

実質公債費比率とは、一般会計や特別会計のほか、上下水道などの企業会計も含む

市全体の公債費（ローンの返済）について、使用料などの特定財源や地方交付税とし

て補てんされる額を除いた実質的な返済額が、収入額に対してどの程度の割合になる

かを示したもので、３ヶ年平均で表されます。（例えば、平成２７年度の数値は、平

成２５年度から平成 2７年度までの単年ごとに算定した数値の平均値となります。）

１８％を超えると市債を発行する場合に県知事の許可が必要になります。 

 

 

 

 

 

例えば、１０万円の収入のうち、１万５千円は自分のローンの返済を行い、子ども

のローンの返済を支援するために仕送りを３千円していれば、実質的にローンの返済

に使われるお金は合わせて１万８千円となるので、実質公債費比率は１万８千円÷ 

１０万円＝１８％ということになります。 

 

実質公債費比率 ＝
市債の元利償還金等（上下水道分等も含む）－交付税措置額

標準財政規模（標準税収＋交付税＋地方譲与税等）－交付税措置額 

※平成２０年度以降は旧阿東町を含めて算定した数値 
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公的資金補償金免除の繰上償還による市債残高の減少をはじめ、合併特例債や過疎債

などの地方交付税措置の多い有利な市債を積極的に活用することにより、将来負担比率

は年々低下していましたが、平成２４年度は、大規模な建設事業の実施に伴い市債残高

が増加したため上昇しましたが、平成２５年度は、充当可能基金、特定財源見込額、交

付税措置額の増に伴い低下しました。平成２７年度は３６．１％で県内１３市（平均４

３．０％）の中では、５番目に低い数値となっています。 

（３）（３）（３）（３）将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率    

110.7%

104.4%

86.5%

72.2%

63.2% 66.0%

48.0% 47.1%

36.1%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

110%

120%

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

 

 将来負担比率とは、実質公債費比率の対象となる会計の将来負担（借入金や退職手

当必要額、債務負担行為など）に加えて、第三セクター等に対する損失補償を行う場

合には、その将来負担をも加えた負債全体について、負債の償還に充てることができ

る基金や地方交付税等の額を控除した実質的な負債が、収入額に対してどの程度の割

合になるかを示したものです。 

この将来負担比率が３５０％を超えた場合は、国が定める財政健全化計画を策定す

ることが必要になります。 

 

 

 

 

 

 

    

将来負担比率 ＝ 
将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋交付税措置額）

標準財政規模（標準税収＋交付税＋地方譲与税等）－交付税措置額
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６６６６    将来の見通しは？将来の見通しは？将来の見通しは？将来の見通しは？    

 

山口市では、平成２３年３月に新しい「財政運営健全化計画」を策定し、その中で、

現況や過去の実績等を基礎とし、財政の健全化に向けた取組みを反映して作成した

「中期財政計画」と「計画期間後の財政見通し」を示しています。 

これらについては、毎年度の予算編成において見直しを行うほか、社会経済情勢や

諸条件に大きな変動があった場合には、必要に応じて見直すこととしています。 

平成３５年度までの歳入・歳出や収支の見通しは次のとおりとなっています。 

 

 

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度

歳入 824 872 883 879 797 790 786 784

歳出 824 869 883 888 800 799 802 794

収支 0 3 0 △ 9 △ 3 △ 9 △ 16 △ 10
 

 

 

合併支援措置である地方交付税の合併算定替が平成２７年度から次第に減少し、平

成３２年度をもって終了することや、少子・高齢化の進展等により、社会保障関係経

費等の増加が見込まれることなどから、平成３１年度以降は収支不足に陥る見込みと

なっています。 

 

こうした状況の中で、「山口市総合計画」に基づいたまちづくりを着実かつスピー

ド感を持って進めるとともに、市民の皆様のニーズにあった質の高い公共サービスを

持続的に提供するためには、将来的な収支不足を見据えた財政基盤を確立する必要が

あります。 

中期財政計画及び財政見通し                                （単位：億円） 

平成２８年度当初予算編成時点 
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７７７７    財政財政財政財政運営運営運営運営健全化計画健全化計画健全化計画健全化計画におけるにおけるにおけるにおける取組み取組み取組み取組み    

 

「山口市財政運営健全化計画」に基づき、これからも引き続き、市税などの収入増

に努めるとともに、行政改革による行政のスリム化など徹底した経費節減をさらに進

めるなど、歳入・歳出両面から財源を確保し、将来を見据えた財政基盤の確立に向け、

次の基本方針により財政の健全化に取り組むこととしています。 

 

（１）持続可能な財政基盤の確立（１）持続可能な財政基盤の確立（１）持続可能な財政基盤の確立（１）持続可能な財政基盤の確立    

   これからも歳入規模を基本とした予算編成を進めるとともに、合併による財政

支援措置が終了した後の財政状況をも見据えた対策に取り組むことにより、持続

可能な財政基盤の確立を図ります。 

    

（２）最少の経費で最大の効果の実現（２）最少の経費で最大の効果の実現（２）最少の経費で最大の効果の実現（２）最少の経費で最大の効果の実現    

   すべての事務事業について、市民ニーズや事業効果等から事業の優先度や実施

主体、実施方法などを常に検証し、最少の経費で最大の効果の実現を図ります。 

    

（３）説明責任の推進（３）説明責任の推進（３）説明責任の推進（３）説明責任の推進    

   本市の資産状況や財政状況、財政見通し等をわかりやすく公表するなど、積極

的な情報提供を行い、市民との情報の共有化を図ります。 

 

【山口市財政運営健全化計画における目標指標】 

 

財政調整基金繰入金の 

当初予算計上額 

平成２７年度 平成２９年度目標 

０円 ０円 

       

経常収支比率 
平成２７年度 平成２９年度目標 

８５．７％ ８５％未満 

  

実質公債費比率 
平成２７年度 平成２９年度目標 

５．７％ 平 成 21 年 度 数 値 （ 12.7％ ） を 下 回 る こ と 

                              

将来負担比率 
平成２７年度 平成２９年度目標 

３６．１％ 平 成 21 年 度 数 値 （ 86.5％ ） を 下 回 る こ と 

  

市税徴収率 

（現年分） 

平成２７年度 平成２９年度目標 

９８．９％ ９８．７％ 

  

財政調整基金 

積立残高 

平成２７年度 平成２９年度目標 

４８億２００万円 ５５億円 
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（資料）（資料）（資料）（資料）決算の推移決算の推移決算の推移決算の推移    

これまでの収支状況をみると、歳入から歳出を差し引いた「形式収支」は１０～  

１７億円の黒字となっています。また、形式収支から繰越事業の財源として翌年度に

繰り越すべき財源を差し引いた「実質収支」は６～１０億円の黒字となっています。 

 

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

 歳入決算額 ① 681 680 769 735 739 770 779 793 825

 歳出決算額 ② 671 668 757 722 728 760 762 779 813

 形式収支 ③=①-② 10 12 12 13 11 10 17 14 12

 翌年度繰越財源 ④ 2 2 6 6 4 3 10 6 5

 実質収支 ③-④ 8 10 6 7 7 7 7 8 7  

歳入においては、「市税」について、平成１９年度に所得税から個人住民税への税

源移譲が行われたものの、長引く景気低迷の影響などにより、伸び悩んでいる状況と

なっています。 

「地方交付税等」については増加傾向にありますが、今後、合併財政支援措置であ

る地方交付税の合併算定替が平成２７年度から次第に減少し、平成３２年度をもって

終了します。 

「国県支出金」については、平成２１年度は国の経済対策や定額給付金事業の実施

により、また、平成２２、２３年度は「子ども手当」の創設に伴い大幅に増加してい

ます。 

284 268 266 262 257 259 261 259

159 182 200 191 206 213 205 198

101

157
147

143 139
158 160 163

46

50 41
56

88
63 76 88

7

22

0

8 1

83

88

82 80

72 86
91

117

0

100

200

300

400

500

600

700

800

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

億円億円億円億円

歳入決算歳入決算歳入決算歳入決算

その他

繰入金

市債

国県支出金

地方交付税等

市税
(98.(98.(98.(98.6666））））(98.(98.(98.(98.5555））））(9(9(9(98.38.38.38.3））））((((98.098.098.098.0））））((((97.697.697.697.6））））((((97.597.597.597.5）））） (98.(98.(98.(98.7777）））） (98.(98.(98.(98.9999））））

 

※（ ）の数値は、現年課税分の徴収率（単位：％） 

769 
735 739 

770 779 
793 

825 

単位：億円 

680 
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歳出においては、社会保障関係経費を中心とする「扶助費」が毎年増加しています。

特に平成２２、２３年度は「子ども手当」が創設されたことにより大きく伸びていま

す。 

また、市債の返済を行う「公債費」は、平成１９年度から平成２１年度に公的資金

補償金免除の繰上償還を重点的に行ったことにより一時的に増加しています。 

 建設事業などの「投資的経費」は、近年ほぼ横ばいであったものの、平成２１年度

は国の経済対策や豪雨災害に係る災害復旧事業の影響もあり増加しているほか、平成

２４年度は、大型の建設事業が増加したため大きく伸びています。 

平成２１年度の「その他」は、定額給付金事業の影響により大幅に増加しています。 

138 145 140 135 129 133 131 133

91
96

122 127 131 134 144 147

115
117

108 106 98 93
95 90

82 61
60 63 74 66

68 71

102
132 112 114

151
143

148 153

178

206

142 184

177 193

193

219

0

100

200

300

400
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600
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800

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

億円億円億円億円 歳出決算歳出決算歳出決算歳出決算（（（（性質別性質別性質別性質別））））

その他

投資的経費

繰出金

公債費

扶助費

人件費

 

○職員数の状況 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

職員数(人) 1,877 1,840 1,804 1,800 1,775 1,756 1,729 1,713 1,694 1,690

対前年度(人) △ 37 △ 36 △ 4 △ 25 △ 19 △ 27 △ 16 △ 19 △ 4

累計（人） △ 37 △ 73 △ 77 △ 102 △ 121 △ 148 △ 164 △ 183 △ 187  

    

757 

722 

760 762 
779 

813 

728 

668 
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（資料）（資料）（資料）（資料）地方公会計制度に基づく財務諸表地方公会計制度に基づく財務諸表地方公会計制度に基づく財務諸表地方公会計制度に基づく財務諸表    
 

（１）（１）（１）（１）地方会計制度について地方会計制度について地方会計制度について地方会計制度について    

自治体の決算は、地方自治法に定められた歳入歳出決算書により、一年間の現

金の出し入れの状況（フロー情報）がまとめられています。 

しかし、この会計手法では、これまで整備してきた資産やその財源となった負

債の状況（ストック情報）のほか、現金の動きを伴わない減価償却、各種の引当

金などの把握が行えないという課題があります。 

こうしたことから、山口市においては、地方公会計のモデルの一つとして総務

省から示された「総務省方式改訂モデル」に基づき財務書類４表（財務諸表）を

作成し、公表しています。 

財務諸表を活用して自治体の財政状況等を開示することで、財政運営の透明性

の確保や説明責任の履行をはじめ、資産・債務の適切な管理や行政経営への活用

などに取り組んでいきます。 

 

（２（２（２（２））））財務諸表の関係図財務諸表の関係図財務諸表の関係図財務諸表の関係図    

   財務諸表には、「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金

収支計算書」の財務書類４表があり、これら４表の関係は、下図のように相互に

関わっています。 

 

 

④資金収支計算書 

①貸借対照表 ②行政コスト計算書 

③純資産変動計算書 

期首純資産残高 

期末純資産残高 

一般財源、補助金受入等 

資産評価替等 

経常行政コスト 

経 常 収 益 

純経常行政コスト 純資産 

期首歳計現金残高 

当期歳計現金増減額 

（収入－支出） 

期末歳計現金残高 

純経常行政コスト 

歳計現金 

資 産 負 債 
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（３）普通会計における財務書類４表の状況（３）普通会計における財務書類４表の状況（３）普通会計における財務書類４表の状況（３）普通会計における財務書類４表の状況 

①①①①    貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表（（（（バランスシートバランスシートバランスシートバランスシート）））） 

決算時点において、本市が市民サービスを提供するために保有している資産

（財産）と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括

的に示したものです。 

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表    （（（（普通会計普通会計普通会計普通会計）））） 

借借借借        方方方方    

【【【【資産資産資産資産のののの部部部部】】】】    

１１１１    公共資産公共資産公共資産公共資産                                2,7882,7882,7882,788 億円億円億円億円    

(ｱ)生活インフラ資産 1,257 億円 

道路、河川、公園、港湾など 

(ｲ)事業用資産   1,530 億円 

庁舎、学校、地域交流センター、 

救急車など 

(ｳ)売却可能資産    1 億円 

売却をしてもよいと決定している資産 

    

２２２２    投資等投資等投資等投資等                                        305305305305 億円億円億円億円    

(ｱ)投資及び出資金  127 億円 

企業会計への繰出し、出資団体等への 

出資等 

(ｲ)基金その他     178 億円 

特定の目的のために設置している地域 

振興基金や子ども基金、定額の資金を 

運用する定額運用基金など 

    

３３３３    流動資産流動資産流動資産流動資産                                        122122122122 億円億円億円億円    

(ｱ)現金預金     119 億円 

歳計現金、財政調整基金、減債基金 

(ｲ)未収金        3 億円 

税金や使用料、手数料などの未収金 

 

    

    

    

    

資産合計資産合計資産合計資産合計                            ３３３３，，，，２１５２１５２１５２１５億億億億円円円円    

 
  
 

貸貸貸貸        方方方方    

【【【【負債負債負債負債のののの部部部部】】】】    

１１１１    固定負債固定負債固定負債固定負債                                    1,0451,0451,0451,045 億円億円億円億円    

翌々年度以降に支払が予定される債務 

(ｱ)市債       916 億円 

(ｲ)長期未払金     1 億円 

資産形成を伴う債務負担行為 

(ｳ)退職手当引当金  128 億円 

    

２２２２    流動負債流動負債流動負債流動負債                                                97979797 億円億円億円億円    

翌年度に支払が予定される債務 

市債、資産形成を伴う債務負担行為、 

職員手当など 

負債合計負債合計負債合計負債合計                            １１１１，，，，１４２１４２１４２１４２億円億円億円億円    

 

 

 

【【【【純資産純資産純資産純資産のののの部部部部】】】】    

１１１１    公共資産等整備国県補助金等公共資産等整備国県補助金等公共資産等整備国県補助金等公共資産等整備国県補助金等    491491491491 億円億円億円億円    

これまでに国県補助金などで整備した総額 

    

２２２２    一般財源等一般財源等一般財源等一般財源等                                1,5821,5821,5821,582 億円億円億円億円    

これまでに一般財源などで整備した総額 

純資産合計純資産合計純資産合計純資産合計                        ２２２２，，，，０７３０７３０７３０７３億円億円億円億円    

 

資産合計資産合計資産合計資産合計                            ３３３３，，，，２１５２１５２１５２１５億億億億円円円円    

 
 
  
 



 

17

②②②②    行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書    

一年間の行政活動のうち、人的サービスや給付サービスなど、資産形成につな

がらない行政サービスに係る経費（人件費、物件費、福祉給付等）を、その行政

サービスの直接の対価として得られた財源（使用料・手数料等）と対比して示し

たもので、純経常行政コストは、一年間の行政運営にかかった純粋なコストを表

しています。 

減価償却費や引当金などの現金収支を伴わないコストを計上することで、これ

までは見えなかったコストが明らかになります。 

行政行政行政行政コストコストコストコスト計算書計算書計算書計算書（（（（普通会計普通会計普通会計普通会計））））    

 
  
 

【【【【経常行政経常行政経常行政経常行政コストコストコストコスト】】】】    

１１１１    人人人人にかかるコストにかかるコストにかかるコストにかかるコスト                                                        １３６１３６１３６１３６億円億円億円億円    

職員の給与、議員の報酬、退職手当引当金など 

２２２２    物物物物にかかるコストにかかるコストにかかるコストにかかるコスト                                                        １９６１９６１９６１９６億円億円億円億円    

物品の購入費、施設の管理運営費、資産の減価償却費など 

３３３３    移転支出的移転支出的移転支出的移転支出的なコストなコストなコストなコスト                                                    ２９９２９９２９９２９９億円億円億円億円    

生活保護費等の社会保障給付、各種団体への補助金や交付金など 

４４４４    そのそのそのその他他他他のコストのコストのコストのコスト                                                                １１１１１１１１億円億円億円億円    

市債の支払利息、回収不能が見込まれる未収金など    

経常行政経常行政経常行政経常行政コストコストコストコスト(a) (a) (a) (a)                                                         ６４２６４２６４２６４２億円億円億円億円    

【【【【経常収益経常収益経常収益経常収益】】】】    

１１１１    使用料使用料使用料使用料、、、、手数料手数料手数料手数料                                                            １１１１３３３３億円億円億円億円 

施設の使用料、証明交付手数料など 

２２２２    分担金分担金分担金分担金、、、、負担金負担金負担金負担金、、、、寄付金寄付金寄付金寄付金                                            １０１０１０１０億円億円億円億円    

実施した事業の受益者の負担金や分担金、市への寄附金など 

経常収益経常収益経常収益経常収益(b)  (b)  (b)  (b)                                                                          ２３２３２３２３億円億円億円億円    

純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト(a)(a)(a)(a)----(b)                       (b)                       (b)                       (b)                       ６１９６１９６１９６１９億円億円億円億円    

    

    

    

    

    

    

    

行政コスト計算を施策別や事業別などの単位で作成することにより、特定の事業などに

対する人件費や施設の減価償却費などを含めたコストを明らかにすることができます。 

市民の皆様に市政に対する理解をより深めていただくとともに、職員のコスト意識を向

上させ、より効率的、効果的な行政サービスの提供に結び付けるため、今後、こうした施

策別、事業別などの単位での行政コスト計算書の作成に向けて、施設等の固定資産の評価

などの取組みを進めていきます。 



 

18

③③③③    純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書    

貸借対照表の純資産の部に計上されている数値（これまでの世代が既に負担し

たお金）が、一年間でどのように変動したかを表しています。 

純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書（（（（普通会計普通会計普通会計普通会計））））    

期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高期首純資産残高(a)(a)(a)(a)                                                        ２２２２，，，，０４００４００４００４０億円億円億円億円    

１１１１    純経常行政純経常行政純経常行政純経常行政コストコストコストコスト                                                    △６１９△６１９△６１９△６１９億円億円億円億円 

２２２２    そのそのそのその他他他他                                                                            ６５２６５２６５２６５２億円億円億円億円    
地方税、地方交付税、国県支出金など    

当期純資産変動額当期純資産変動額当期純資産変動額当期純資産変動額(b)  (b)  (b)  (b)                                                                  ３３３３３３３３億円億円億円億円 

期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高期末純資産残高(a)+(b)(a)+(b)(a)+(b)(a)+(b)                                                ２２２２，，，，０７３０７３０７３０７３億円億円億円億円    

    

④④④④    資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書    

一年間の歳計現金（資金）の流れを示すもので、収支の性質別に三つの区分（部）

に整理し、本市がどのような活動に資金を必要とし、それをどのような収入によ

り賄っているかを表しています。 

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書（（（（普通会計普通会計普通会計普通会計））））    

期首期首期首期首歳計現金歳計現金歳計現金歳計現金残高残高残高残高(a) (a) (a) (a) ※※※※前年度前年度前年度前年度からのからのからのからの繰越金繰越金繰越金繰越金                                                                                    １４１４１４１４億円億円億円億円    

１１１１    経常的収支経常的収支経常的収支経常的収支のののの部部部部                                                            １３８１３８１３８１３８億円億円億円億円 

(ｱ)支出合計    △532 億円 

人件費、施設の管理運営費、社会保障給付など 

(ｲ)収入合計     670 億円 

市税、地方交付税、国県補助金、使用料、手数料、負担金など 

２２２２    公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支公共資産整備収支のののの部部部部                                                △△△△３８３８３８３８億円億円億円億円    

(ｱ)支出合計    △141 億円 

公共資産（学校、道路など）の整備費など 

(ｲ)収入合計     103 億円 

国県補助金や市債借入など    

３３３３    投資的投資的投資的投資的・・・・財務的収支財務的収支財務的収支財務的収支のののの部部部部                                        △１０２△１０２△１０２△１０２億円億円億円億円    

(ｱ)支出合計    △144 億円 

市債の元金や利子の償還金、貸付金の返済など 

(ｲ)収入合計     42 億円 

貸付金の回収額、公共資産等売却収入など    

当期歳計現金増減額当期歳計現金増減額当期歳計現金増減額当期歳計現金増減額(b)(b)(b)(b)                                                                △２△２△２△２億円億円億円億円 

期末歳計現金残高期末歳計現金残高期末歳計現金残高期末歳計現金残高(a)+(b) (a)+(b) (a)+(b) (a)+(b) ※※※※翌翌翌翌年度年度年度年度へへへへのののの繰越金繰越金繰越金繰越金                                        １２１２１２１２億円億円億円億円    

  



 

19

（資料）（資料）（資料）（資料）なぜなぜなぜなぜ借入借入借入借入をするの？をするの？をするの？をするの？    

 

 道路や公共施設などの社会資本の整備には多額の経費が必要となりますが、この資

金をその年の税金だけで賄おうとすると、他の事業にしわ寄せがいってしまいます。 

 しかし、市債を借り入れることにより、一時的に必要となる多額の経費を調達でき

るようになり、社会資本の整備が可能となります。 

 家計に例えると、住宅ローンを組むような事情で借入れを行っているわけです。 

 

【市債の意義】 

道路や公共施設などは、長期間に渡って使用するため、市債を借りて分割して返済

することで、建設時の市民の皆様だけでなく、後年度の市民の皆様にも税で負担して

いただくことによって、世代間の負担の公平を図るという意味あいもあります。 

このように、市債には、家庭のローンとは違った事情もあります。 

　〔借金しない場合〕（使用者≠負担者）　　〔借金した場合〕（使用者≒負担者）

市民負担

市民負担

建設時 1年後 ・・・ 建設時 1年後 2年後 3年後  

 

また、市債の中には、合併特例債のような、市債の返済金の一部を地方交付税とし

て交付されるものもあります。 

 【市債の借入例（合併特例債）】

施設建設費１０億円

市債発行額（借入金）　9.5億円 0.5億円

〔建設後２０年間で返済〕

経費負担の内訳

国負担分〔地方交付税で補てん〕 市負担分

6.7億円 2.8億円 0.5億円

注）利子は除く

市負担合計3.3億円

建設時の市負担額　

 
   

こうしたことから、合併特例債のような市債を有効活用していくことは財政的にも

有利ですが、一方では、市債は借入金にかわりはありませんので、後年度の負担にも

考慮する必要があります。 
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（資料）臨時財政対策債について（資料）臨時財政対策債について（資料）臨時財政対策債について（資料）臨時財政対策債について    

 

近年、市債残高のうち、臨時財政対策債の占める割合が多くなってきています。 

臨時財政対策債とは、本来、地方の財政格差を調整する地方交付税として、国から

配分されるべきお金の一部を、国の代わりに地方自らが借入をして調達するものです。 

この臨時財政対策債は、その返済金の全額を国から地方交付税として交付されます

ので、実質的な市の負担はゼロということになります。 

 

○地方交付税とは… 

地方交付税は、全国すべての地方公共団体（市町村や都道府県）が、一定水準の

行政サービスを提供することができるように、国が地方公共団体に交付しているお

金のことです。 

  一定水準の行政サービスを提供するために必要な金額（基準財政需要額）と、税

金などの一般財源として収入できる金額（基準財政収入額）とを比較して、不足す

る額（財源不足額）が普通交付税として交付されます。 

 

 

普通交付税額普通交付税額普通交付税額普通交付税額            ＝＝＝＝            基準財政需要額基準財政需要額基準財政需要額基準財政需要額        －－－－        基準財政収入額基準財政収入額基準財政収入額基準財政収入額    

    

 

地方交付税には、普通交付税のほか、災害などの特殊事情に対して交付される特

別交付税があります。 

 

 

 

　〔イメージ図〕

基
準
財
政
需
要
額

基
準
財
政
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入
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財
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不
足
額 普通交付税

臨時財政対策債
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（資料）用（資料）用（資料）用（資料）用語説明語説明語説明語説明    
 
○地方○地方○地方○地方交付税の合併算定替交付税の合併算定替交付税の合併算定替交付税の合併算定替    

地方交付税を算定する際に、合併後の新しい市で算定される額が、合併前の旧市町村ごとに

算定される額の合算額を下回らないように算定することにより、合併市町村が地方交付税上不

利益を被ることのないよう配慮する制度。 

山口市の合併算定替は、平成 17 年１０月の旧１市４町の合併については、平成２７年度ま

で行われ、その後 5 年間で段階的に縮減され平成３２年度をもって終了します。また、平成  

２２年１月の旧阿東町との合併については、平成２６年度まで行われ、その後 5 年間で縮減さ

れ平成３１年度をもって終了します。 
 

○公的資金補償金免除○公的資金補償金免除○公的資金補償金免除○公的資金補償金免除のののの繰上償還繰上償還繰上償還繰上償還    

通常、地方債を発行し償還期限前に元金を繰上償還する場合には、補償金が必要となります。

国が示す一定の条件を満たす場合に、補償金を支払うことなく高利の公的資金（財務省旧資金

運用部資金、旧簡易生命保険資金や公営企業金融公庫資金）の繰上償還や借換えを行うことが

できる制度です。平成１９年度から平成２１年度まで実施されましたが、さらに、平成２２年

度から平成２４年度まで実施されることとなりました。 
 

○合併特例債○合併特例債○合併特例債○合併特例債 

合併後の市町村が建設計画に基づき、一体性の速やかな確立や、均衡ある発展に資するために

行う公共的施設の整備事業などの財源として発行できる地方債。山口市では、平成 17 年１０月

の旧１市４町の合併について旧合併特例法の規定が適用され、平成３２年度まで発行することが

できます。事業費の９５%に充当でき、元金・利子償還金の７割が地方交付税で措置されます。 
 

○過疎債○過疎債○過疎債○過疎債    

「過疎地域自立促進特別措置法」に基づき、過疎地域に該当する市町村に限り発行が認められ

る地方債。山口市では旧徳地町と旧阿東町地域が対象となります。 

平成１２年度から１０年間の時限法でしたが、平成３２年度末まで延長されています。延長前

までは施設整備などのハード事業にしか充当できませんでしたが、延長によりソフト事業への充

当が可能となりました。事業費の１００％に充当でき、元金・利子償還金の７割が地方交付税で

措置されます。 
 

○普通会計○普通会計○普通会計○普通会計    

  個々の地方公共団体が設けている各会計区分の範囲が異なっていることなどにより、地方公

共団体間の財政比較や統一的な把握が困難なため、地方財政統計上の統一的に用いられている

会計区分です。山口市の普通会計には、一般会計、土地取得事業特別会計、小郡駅前第三土地

区画整理事業特別会計の一部、地域下水道事業特別会計、特別林野特別会計が含まれます。 
 

○財政健全化法○財政健全化法○財政健全化法○財政健全化法    

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」は、昭和３０年に制定された

地方財政再建促進特別措置法に代えて新たに制定された法律であり、平成２１年４月に全面施

行されました。 

「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、「実質公債費比率」、「将来負担比率」の４つの指標

が一定基準を超える場合に、「財政健全化団体」や「財政再生団体」に指定するという、イエロ

ーカードとレッドカードの２段階構えで財政状況をチェックすることで、早期に財政再建を図

ることができる制度に改正されています。 


